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概要
 現在，情報技術の進歩がもたらした一大変革
が米国に端を発し世界中に波及しつつある．こ
の変革はディジタル革命，もしくは情報革命と
呼ばれ，過去の産業革命や日本の明治維新のよ
うに，産業や経済，行政の活動形態はもちろん
のこと，社会構造や国民生活の質をも変えてし
まうことが予測されている．
 この変革に迅速，かつ適切に対応し得るか否
かが �� 世紀における国の繁栄を左右すると考
えられることから，この変革をチャンスと捉え，
情報技術開発力を強化し，それを武器として主
要産業の競争力を強化すべく，多くの国々が，
新しいビジョンや政策を打ち出し，他国に一歩
先んじようとしている．この変革を生み出した
米国はもちろん，欧州やアジア諸国も特徴ある
ビジョンや政策を展開している．
本論文は、このような国々の将来ビジョンや

情報関連政策について紹介する．�

�� はじめに
インターネットとそれに接続したパソコン，

及び大小様々なコンピュータや情報機器は，一
般家庭に入り，個人を取り込んだことにより、
国民レベルの新しい社会インフラとなった．そ
の結果，その上に展開される応用も，電子商取
り引きなどの新社会システム，個人や組織相互
間を結ぶ仮想モール，行政サービスなど，より
広範なわれわれの社会生活に密着したものとな
った．これらは社会における物やサービスの
流れ，それに関連する情報の流れを大きく変化
させた．物の流れの一部は情報の伝送に置き換

� 本論文は、当研究所で作成した調査資料「先進諸国にお
ける情報化ビジョンに関する動向」平成 ��年 �月発行の骨
子をもとに作成したものである。本資料入手希望の方は
HPDLO �XFKLGD#LFRW�RU�MS�にてご請求いただければ無料に
て配布します。また，関連報告書については、ホームペー

ジ（KWWS���ZZZ�LFRW�RU�MS）をご参照下さい．

わってしまった。地球上の距離の遠近は消滅し，
情報の仲介者を不要にし，グローバルでボーダ
レスの世界を創出した．>�@
情報技術は，つまる所、経営や販売を始め，

われわれの日常生活など社会を動かしている知
識の処理手段とその伝達方法の変革をもたらし
た．明治維新における電話や電信，蒸気機関の
ように，情報技術は社会の基盤インフラを入れ
替え，その生産性を格段に向上させる．従って、
その変革の影響は全ての産業にわたるのみなら
ず，我々の住む社会の構造や活動のパターンま
でをも変えてしまう。
例えば，企業はグローバルでボーダレスの市

場の誕生により、従来では考えられなかったよ
うな激烈な競争にさらされ，その生存のために，
国境を越えた合従連衡に突き進んでいる．その
結果，わが国の企業は伝統的な日本型家族主義
的経営や終身雇用制度と決別し，米国型の株主
利益と企業の存続を最優先する経営方針へと転
換を図らざるを得ない状況に直面している．企
業は低コスト体質を実現し，その競争力を向上
しなければ生存できない。そのために，企業の
労働者は、その技術や知識が陳腐化したとたん
その職を失う．
放出された労働者は，新しい技術や知識を再

び習得し，自分自身の価値を高めて新たな雇用
機会を探すことになる。もしくは新しいアイデ
アをもとに自ら企業を起こす。国にとっては，
新しい産業を起こすと共に，労働者に再教育と
再雇用の機会を提供し，人材流動化の大きな枠
組みを構築することが，重要な役割となる．
 このような観点から、ソフトウェア産業や情
報通信産業は，それら自身が，より付加価値の
高い製品やサービスを生み出す役割を担うと共
に，すべての産業の生産性向上や品質向上を実
現する基盤技術を提供する役割を負うこととな
った．情報通信技術とその関連産業は，既存企



業の新陳代謝や活性化，及び新産業育成や雇用
創出に貢献することが求められている．
 情報通信産業は，このように戦略的産業の位
置にあり，先端情報通信技術の研究開発は，ほ
とんどの国で官産学が一体となり国をあげて，
その技術開発力と競争力の強化を図っている．
 しかしながら，わが国においては，大学にお
ける産業のシーズとなる技術の開発や人材育成
からはじまり、社会の情報インフラの拡充策，
情報通信関連分野におけるベンチャー企業支援
や，新技術を抱えた中小企業の育成策等におい
て先進国に大きな遅れをとっている．産業界に
おいても，情報化による企業の武装が �� 世紀
のグローバルコンペティションを生き抜くため
の最重要課題であるとの認識が他の先進国に比
べ希薄である．
 国としての情報関連分野への技術開発や産業
育成投資や制度改革などの進行も明確なビジョ
ン無しで小出しに行なわれているにすぎない．
これは米欧の徹底したディジタル革命への対応
策とは大きな隔たりを見せている．
 本論文では、このような日本と先進国との比
較も念頭におき，まず、このディジタル革命の
基盤となった、マイクロプロセッサやその 26�

インターネットなどを開発し発展させた米国の
技術開発のビジョンや政策について紹介し、さ
らにその技術開発から産業育成までの仕組み、
制度について概観する。次に、米国に端を発し
たディジタル革命の将来性を見抜き、国全体と
してこれに対処するビジョンや政策を掲げてい
る欧州やアジア諸国の状況を紹介する．

２．情報先進国の重点政策
 ここでは、情報通信を ��世紀の基幹産業と
位置付け，その覇者となるべく先端情報通信技
術開発の振興策とそれに基づく新産業の創造や
育成，既存産業の構造改革を目指す政策を次々
と打ち出した米国を始めとして，情報通信をヨ
ーロッパの経済成長、産業競争力強化、雇用創
出の戦略技術とし，その振興策とアクションプ
ランを推進している欧州連合（(8），自国の地
理的条件や人的資源，産業の現状などに応じて、
それぞれ特徴あるビジョンと政策を打ち出して
いるアジア諸国について�その情報化に向けた
重点政策を概観する．

��� 米国の情報通信政策と将来ビジョン
 米国については，特に，過去に遡ってどのよ
うな政策を展開してきたかを紹介する．主要な
政策について表－１にまとめた．
 米国について，わが国との比較上，特に大き
な較差があるのは，政策の実施メカニズムの充
実の度合いである．せっかく優れたビジョンや
政策がまとまっても，それが徹底して実施され
なければ意味はない．わが国では，常に問題と
なることではあるが，省庁間縦割り行政の弊害
や既得権の壁に阻まれて当初の政策の精神がね
じ曲げられてしまことが多い．このよう可能性
は当然米国にも存在する．しかし，米国では，
このような弊害を防止する組織やルールをうま
く組み込み効果をあげている．本論文では，こ
のようなメカニズムについても簡単に紹介する．

����� 米国の情報通信政策の歴史的背景
 今日の繁栄をもたらした米国の産業政策の転
換は，�� 年代の産業の技術力，生産性の低下，
及びそれに伴う国際競争力の低下に端をしてい
る． ��年代初頭，米国産業は，日本やドイツ
の自動車産業やエレクトロニクス産業に追い上
げられ，世界一を誇った技術力や競争力に陰り
が生じ，国全体に危機意識が高まった．このた
め産業競争力の強化を優先課題とし，「大統領
産業競争力協議会」が設置された．この会議の
下に設けられた「競争力に関する大統領諮問委
員会」は �� 年に <RXQJ 5HSRUW として有名な
「*OREDO &RPSHWLWLRQ� 7KH 1HZ 5HDOLW\」をま
とめた．
  この 5HSRUWは，米国の競争力強化のため
には，先端的技術開発，集中的な資金投下，産
業の中核となる人材育成，国際貿易の自由化な
どを推進することを主張し，特に，情報技術へ
の重点投資，及び知的財産権の保護が強調され
た．
  これ以降，次々と産業競争力の強化策が打
ち出され，それ以前には見られなかった官民一
体の産業振興策が立案，実施された．特に，情
報通信技術は戦略的産業との位置付けがなされ，
��年代に入ると，+LJK 3HUIRUPDQFH
&RPSXWLQJ $FW ������ が成立し，+3&&計画
がスタートした．



表－� 産業政策・情報技術政策に関する主な出来事（����年～現在）
����年 ： ソビエト連邦、人類初の人工衛星打ち上げ成功。以後、米ソ宇宙開発競争時代へ
����年 ： 高等研究計画局（$53$）、分散型コンピューターネットワークの研究
����年 ： 大統領「産業技術革新政策に関する教書」を発表

����年 ：
スティブソンワイドラー技術革新法成立．技術移転を国立研究所の研究員の使命と
決める．�6WHYHQVRQ ²:\GOHU 7HFKQRORJ\ ,QQRYDWLRQ $FW RI �����

����年 ：
ベイ・ドール（%D\K�'ROH $FW）法成立．政府資金によって発明・開発された技術で
あっても，発明を行った企業や大学に �割程度のロィヤリティが分配され、さらに
それが個人へも分け与えられるようになった．

����年 ：
大統領産業競争力協議会「ヤングレポート」発表．プロパテント政策などをとり
知的財産権の保護の強化を推進。

����年 ：
連邦技術移転法成立．国立研究所に官民共同研究開発プロジェクト�&5$'$�を組む
ことを認めた．

����年 �月 ： 大統領年頭教書で、科学技術振興の計画推進を発表
����年 �月 ： 科学技術政策局（2673）「高性能コンピューター技術プログラム」発表
����年 ��月 ： +3&法成立。�年間の時限立法 （+LJK 3HUIRUPDQFH &RPSXWLQJ $FW RI ����）
����年 ��月 ： 高性能コンピュータ通信法案成立を受けて +3&&計画開始
����年 ： 情報基盤・技術法成立�,QIRUPDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH DQG 7HFKQRORJ\ $FW RI �����

����年 �月 ： 国家競争法成立 � 1DWLRQDO &RPSHWLWLYHQHVV $FW RI �����

����年 �月 ： ゴア副大統領、1,,イニシアティブを発表
����年 �月 ： 連邦科学工業技術調整会議（1&&6(7）、)<��で 1,,の支援を発表
����年 �月 ： クリントン政権、1,,アジェンダ発表
����年 �月 ： ゴア副大統領、*,,構想発表
����年 ： 大統領産業競争力協議会「新たな基盤の獲得」発表
����年 �月 ： 情報サミット（ブリュッセル）で *,,整備に向けた枠組み
����年 ： 電子情報公開法
����年 ： +3&&計画終了。後継プロジェクトとして &,&計画開始
����年 ��月 ： ホワイトハウス 1*,計画発表

����年 �月 ： 大統領一般教書演説で 1*,積極支援を表明
����年 ： ゴア副大統領「$ IUDPHZRUN RI *OREDO (&」発表
����年 ： &,&&計画 )<��予算に 1*,が新規追加
����年 ��月 ： 次世代インターネット法成立 （1H[W *HQHUDWLRQ ,QLWLDWLYH 5HVHDUFK $FW RI ����）

����年 ：
+3&&計画の名の下に &,&&計画，'/�計画，1*,計画，$6&,計画，3)0計画な
どが一本化．（+3&& %OXH %RRN� ����年 �月でまとまった結果が発表された）

����年 �月 ：
ホワイトハウス「,7�� ,QIRUPDWLRQ 7HFKQRORJ\ IRU WKH 7ZHQW\�ILUVW &HQWXU\ �,7��」
発表．さらに先を目指す技術開発に，約 ���億円を追加投資．

 
               表－２ HPCC 予算の変遷 ($M) 
省庁 1993 

Actual 
1995 
Actual 

1996 
Estimate 

1997 
Estimate 

1998 
Actual 

1999 
Estimate 

2000 
Proposed 

DOD 298 375 315 357 220 168 207 
NIH 47 68 81 97 98 111 115 
NASA 82 131 116 128 120 93 136 
DOE 100 119 121 152 489 610 659 
NSF 233 297 291 294 265 301 314 
商務省 12 30 31 35 20 27 27 
EPA -- 12 12 25 3 4 4 
運輸省 -- 24 23 12 -- -- -- 
教育省 -- 16 12 22 -- -- -- 
Veterans -- 24 21 6 -- -- -- 
合計 772 1,096 1,023 1,128 1,215 1,314 1,462 



 ��年よりクリントン政権となったが，クリン
トン政権はそれ以前の共和党の科学技術政策を
さらに発展させ，1DWLRQDO ,QIRUPDWLRQ
,QIUDVWUXFWXUH ,QLWLDWLYH �1,,計画�や *OREDO

,QIRUPDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH �*,,� 構想を推進
した． 同時に情報技術の継続的な発展と普及
は，行政の効率化，産業競争力の強化，さらに
は，社会システムの充実による国民生活向上に
不可欠であるとの認識を深め，情報インフラの
構築や産業の技術シーズを生み出すような国家
プロジェクトを次々とスタートさせた．電子図
書館（'/�� '/�）プロジェクト，次世代イン
ターネット計画（1*,），超高性能スーパーコン
ピュータ（$6&,）計画，3HWDIORSV マシン計画
などである．
 +3&&計画は �年が経過した後，計画内容を
整理し &,&&計画として再スタートしたが，技
術的にも産業政策的にも大きな成功をおさめた
ことで，上記の別に立案されたプロジェクトも
組み入れ，そのカバー範囲を大きく拡大した新
+3&&計画として実施されている．>�@
  +3&&計画の予算の移り変わりを表－�に
示した．これを見ると，����年度から，$6&,
計画が +3&&計画に組み入れられたことによ
り，'2(の予算が飛びぬけて大きくなってい
る．>�@ +3&&計画の中の中核となっている研
究分野は次のような分野である．
�� 高性能コンピュータと通信 �+(&&�

�� 大規模ネットワーク �/61�

�� 高信頼性システム �+&6�

�� 人間中心システム �+X&6�

�� 人材育成 �(7+5�

 ���� 年 � 月，クリントン大統領は，大統領
直属情報技術諮問委員会 �3,7$&�を設置した．
3,7$& は国家科学技術委員会 �167&�に高度
情報通信技術全般にわたる国の政策立案と実施
に関する勧告を行う義務を負った．���� 年 �

月 3,7$& は大統領に対して米国民すべての
生活の質と水準の向上のために情報通信分野へ
の公的投資を格段に向上すべきであるとの書簡
を送った．これを皮切りに，� 月には中間報告
書，����年 �月には，最終報告を提出した．
 これを受けてクリントン・ゴア政権は，情報
技術研究の政府と投資の大幅な増額を決定し，

���� 年度大統領予算教書において，従来の
+3&&予算とは別枠で＄���0を支出する新イ
ニシアティブ「�� 世紀に向けた情報技術」
�,QIRUPDWLRQ 7HFKQRORJ\ IRU 7ZHQW\�)LUVW

&HQWXU\� ´,7 6TXDUHG��を打ち出した．
 この計画書は，その冒頭で，「+3&& 計画な
ど過去の情報技術の研究成果は米国の ,7 産業
分野のリーダシップを強化し，同時に米国経済
の成長の１�３を担い，全産業の平均賃金より６
０�以上高い良質の雇用 ����� 万人を創出し
た」と主張し，また，「米国の全産業は，,7 を
用いることで世界市場における競争に勝利をお
さめている」とその成功を謳い上げている．
 そして，そのドラフトでは研究の重点項目と
して，+3&&計画のさらに先を展望した研究を
挙げている．
z 長期的情報技術研究
z 科学，工学及び国家のための先端コンピュ

ーティング
z 経済・社会に生じる情報革命の研究

また，この計画のもたらす恩恵として，次のよ
うな３項目を強調している．
�� 米国でのビジネス市場は電子商取引だけで
も，����年までに ���兆ドルに達する．

�� 情報技術はわれわれの生活，仕事，学習，コ
ミュニケーションを変え，よりよい教育の実
現，障害者の独立支援，良質の医療，米国の
,7 分野における優位性と安全保障の確保を
可能とする．

�� 情報技術は，科学と工学の黄金時代をもたら
し，スーパーコンピュータとシミューレーシ
ョンとネットワークの進歩は自然界への新
しい窓を開く．これにより，科学上の新発見
のツールとして，,7 は理論や実験と同じく
らい価値ある役割を果たす．

 ,7スクェアド計画の主張するところは，政府
は長期にわたり国民や産業にとって重要な ,7

研究への投資を継続すべきこと，及び，情報革
命を持続するための技術開発投資は，長期的基
礎研究的であり，私企業には向いておらず，国
の役割として位置付けるべき，ということであ
る．この計画が達成するであろうブレークスル
ーとして，次のような項目が示されている．



1) コンピュータは、人間の言葉を話したり、聞
いたり、理解する能力が向上し，リアルタイ
ムで正確に多言語翻訳ができるようになる． 

2) インターネット上を動き回る「インテリジェ
ントエージェント」は巨大なデータの海から
われわれの求める情報を収集し、要約してく
れる 

3) 全世界の全ての研究者にアクセスできるス
ーパーコンピュータでシミュレーショ  
ンする事により、広範な科学的・工学的発見
が可能となる 

4) 何千万のコンピュータだけでなく、何千億の
機器を接続するようにできるネットワーク
が実現される 

5) 今日のスーパーコンピュータの何千倍も速
いコンピュータ、バイオもしくは量子コンピ
ューティングのような根本的に異なる技術
に基づくコンピュータの実現 

6) 複雑ではあるが，高信頼、保守容易なソフト
ウェアを開発したり、電話回線、電力網、金
融市場、インフラのコア要素をより高信頼に
する新しい手法の確立 

 
 米国は，このように +3&&計画の成功を基盤
として，国の投資をより長期的基礎的研究開発
へと振り向ける方針へと，再び転換しつつある． 
��年代からの米国産業の衰退は，産業の新陳代
謝によって乗り越えられ，米国は再び世界市場
の覇者の地位を手にし，今，その未来をも確実
にしようとしている． 
  
２.１.２ 国の政策を実施する仕組み，制度 
 このような成功を得た裏には，国の将来ビジ
ョンや科学技術の未来像を正確に予測し大統領
に提言した，現役産業人や研究者から成るブレ
インの存在がある．また、それを迅速かつ的確
に実行する各分野の研究の専門家を駆使した行
政組織の存在がある． 
 政策の実施においては、技術開発プロジェク
トの実施と共に，民間投資を誘導する税制や規
制緩和，そして，実際に技術開発を行う研究者
へのインセンティブの賦与，オープンでフェア
で，かつまた，競争的な評価・監視機関の設置
など，きめこまかな仕組みや制度の設置がある．
これらの概要を，研究が開始される上流域から、

商品化段階の下流域までを，図－１にまとめて
みた。 
  このような緊張関係を伴うような競争的仕組
みや，評価・監視機関の設置は，わが国では通
常行われることが少なく，これが時として，関
係組織間の過度な依存関係や甘い評価，監視と
なり，政策本来の目標達成の厳格さが失われ期
待通りの成果を挙げ得ないケースが発生する． 
米国においては、オープン・かつ競争的な仕

組み作りを原則とし、新しいアイデア持つ研究
者や技術者が競い合いながら研究を発展させて
行くような規則や制度を作り，研究者や技術者
間の競争を活発化させる．それと同時にファン
ディングを行うNSFやNASAなどの機関のおいて
もプログラムマネージャと呼ばれる専門家をお
き，彼らに予算配分と配分した研究プロジェク
トの実施責任をとらせる． この結果，予算を
配分するプログラムマネージャ間でも，優れた
テーマを持つ研究者･技術者の発掘競争が行わ
れる。 
  すなわち，これらの研究予算を受け取る側と
与える側の双方に専門家を配置し、それらの
人々の間で激烈な競争を行わせるという仕組み
が作られ、相互に監視・評価するシステムが構
成される．その研究テーマや実施状況、評価、
予算額などは、徹底した情報公開がなされ、甘
い評価や癒着などが起きにくい構造となってい
る． 
 米国では、税金により実施された研究成果は
研究者・技術者へ与えられる優先実施権のよう
な一定限度の特典の他は、無償公開が原則であ
る．また，米国では、税金で行われた技術開発
の成果は最終的に市場に投入され商品化される
ことにより，納税者への利益還元がなされると
の国民的コンセンサスがある．このため，研究
開発の最終段階として，商品化を展望した評価
を目的とした総合システム，または部分システ
ムの試作が重要な位置を占める． 
 この結果を踏まえて，商品化や市場参入の段
階に進んで行くが、この段階においても、政府
資金による，6%,5や $73といった支援制度が
準備されている。[4] これらの支援制度によっ
て与えられる資金はリスクマネーであり、担保
を差し出したり，返済する義務はない．これは，
わが国の類似の制度との大きな違いとなってい
る． 
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      図－１ アイデア誕生から商品開発，市場参入までの仕組み� �

�

��� 欧州連合（(8）の情報化政策とビジョン
 欧州における情報化政策は，(8 としてまと
められたものと，イギリス，ドイツ，フランス
など，国別の政策がある．ここでは，(8 全体
としての情報化政策について紹介する．
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  ＥＵにおけるディジタル経済や情報革命に
対応する政策は，1993 年に欧州委員会が発表し
た「成長・競争力・雇用に関する白書」の中で
情報通信インフラの重要性が指摘されたことが
出発点となっている．1994 年には、「ヨーロッ
パとグローバル情報社会」（Bungemann Report）
が発表された。さらに、「欧州におけるグローバ
ル情報社会へのアクションプラン」と題する計
画が 1996 年に発表され、1997 年にはその改訂
版が出された。その中で、次のような重点領域
が示された． 
 

1) ビジネス環境の改善：効率的なネットワーク
の整備と単一市場原理の適用．その上での電
子商取引などの新技術の導入やそのための
環境整備． 

2) 将来への投資：情報社会に向けた教育の導入
や生涯教育の充実． 

3) 人間の尊重：プライバシー保護や人間の基本
的権利や自由の尊重. 新しい雇用機会の創
出． 

4) グローバルな課題への対応：グローバルなル
ールの設定．市場アクセス，知的財産権の保
護，プライバシー保護，税制，情報セキュリ
ティなどの整備． 

 ����年には、(8内の政府系機関でデータ交
換を促進していく ,QWHUFKDQJH  RI 'DWD

EHWZHHQ $GPLQLVWUDWLRQ �,'$�プログラムが開
始された。



表－３ 8VHU�IULHQGO\ LQIRUPDWLRQ VRFLHW\�,67�の内訳
(単位：million euro) 

活動 予算 
a. Key actions   
  i. Systems and services for the citizen  646 
   ii. New methods of work and electronic commerce  547 
   iii. Multimedia content and tools  564 
   iv. Essential technologies and infrastructures  1363 
b.  Research and technological development activities of a generic 
nature: 

 

   Future and emerging technologies 319 
c. Support for research infrastructures:  
   Research Networking 161 
 3600 

 

 欧州の各国のカウンターパート機関をネット

ワークで結合し情報を共有するというプログラ

ムである。技術面ではテレマティクスプログラ

ムの研究成果が利用されている．

 ����年には，今後，世界的な発展が期待され
る電子商取引に関して、欧州委員会から「電子
商取引に関する欧州イニシアティブ」�が発表さ
れた。その中には、「グローバル市場にアクセス
するためのインフラ、技術、サービス」、「望ま
しい規制枠組みの開発」、「望ましいビジネス環
境の創出」が提案された．
 ＥＵとしての技術面の研究開発は，「フレー
ムワークプログラム」と呼ばれる計画としてま
とめられ実施されている。これは、持続的な経
済成長、産業競争力強化、雇用創出、社会変化
への対応に向けて、1984 年に、総合的研究開発
政策としてスタートしたものである。 
 フレームワークプログラムは、ＥＵ自身が助
成金を拠出している。(8 の共同研究開発プロ
グラムとしては、この他に (85(.$等ＥＵが
支援し各国が推進するタイプがある。 
 1994 年からは第４次フレームワークプログ
ラムがスタートし，情報技術に関連するテーマ
として、テレマティクス、$&76，(VSULW とい
ったプログラムが実施された。 
 1998 年からは第５次フレームワークプログ
ラムが開始され，情報通信関連では「ユーザフ

� “$(XURSHDQ ,QLWLDWLYH LQ (OHFWURQLF
&RPPHUFHµ� ����

レンドリーな情報社会」（,67� 8VHU�IULHQGO\

LQIRUPDWLRQ VRFLHW\）というテーマのもとに， 
3,600 百万ユーロが充てられている。 
 ,67 は、プロジェクトを公募し資金の助成を
行うが，その費用分担方式の違いから、研究技
術開発プロジェクト、実証プロジェクトに分け
られる。各活動分野の予算を表－３に示す． 
 
 IST は、利用者（ユーザ）に重点をおき、情
報の利用促進や教育に中心を置いている．重点
活動分野としては次が挙げられている。 
  
1) 市民のためのシステムとサービス 
2) 新しい業務方法と電子商取引 
3) マルチメディアのコンテンツ作成とツール
整備 

4) 重要技術開発とインフラ基盤建設 
 
 
�．� シンガポールの情報化ビジョンと政策

 シンガポールは，情報先進諸国のうちでも，
いち早く明確な国家の情報化ビジョンと政策を
打ち出した国である．基本となるビジョン
「,7����：インテリジェントアイランド構想」
は 1991 年に作成された。その計画は、国家コン
ピュータ庁（1DWLRQDO &RPSXWHU %RDUG）が中
心となり、関連する 11 の主要経済部門の 200
名を超える専門家の協力のもとに立案された. 
 その目標は，シンガポールをアジアの情報の
ハブとし，それを基盤としてアジアの金融，物



流などの中心となることにある．このために，
情報通信インフラ整備、マルチメディア・アプ
リケーションの開発・利用促進、研究開発拠点
の整備、情報通信産業の誘致・育成といった政
策を推進してきた。 
 実際の技術開発やインフラ建設計画としては，
シンガポール・ワン計画が，����年に立案され
実施されている．この計画は，シンガポール全
土に広帯域の通信インフラを整備し、対話型マ
ルチメディアのアプリケーションとサービスを
家庭、学校、オフィスに提供しようというもの
である。具体的には，$70（���0ESV）、$'6/
（�0ESV� シンガポールテレコムが提供）、
&$79（��0ESV� シンガポールケーブルビジョ
ンが提供）の３種類を準備している． 
 このネットワーク上で，新たなアプリケーシ
ョンの開発を行っており，アプリケーションの
タイプとしては、ニュース・オン・ディマンド、
データベース検索サービス、オンラインショッ
ピング、遠隔教育、行政サービス等があり、ア
プリケーションサービス提供者は年々増加し， 
1998 年７月時点で、合計 123 のサイトがサービ
スを提供している。最近では、診察料が 10 分で
10～25 シンガポールドルの遠隔診察サービス
も登場している。 
 行政サービスとしては政府ショップフロント
3がある。政府が扱う商品・行政サービスをネッ
トワークで提供している。現在では、寄付受付、
自動車試験の予約受付、健康・医療・観光等に
関する書籍・ビデオの販売、各種統計情報提供
が行われている。決済は C-ONE（Cash Card for 
Open Electronic Commerce）と呼ばれるキャッ
シュカードで行える。 
  そのほか，電子商取引についても，1996 年
より取り組みを始め，1997 年、国家コンピュー
タ庁が事務局となり、金融通貨庁を始めとする
15 機関の委員からなる電子商取引政策委員会
が設置された。委員会の下には、法規制研究グ
ループと貿易取引研究グループの２つの研究部
会が設置された。 
 ����年９月には、電子商取引基本計画が発表
された。目的はシンガポールの電子商取引を活
発にし、電子商取引のハブ機能を強化すること
である。具体的な目標として、����年までに、
取引の ���以上を電子的に行い、電子商取引の

� 85/ KWWS���VKRS�JRY�VJ

取引高を �� 憶シンガポールドルにすることを
掲げている．
 このほか，国家科学技術庁（NSTB）は
���������年間に、�億 ���万シンガポールド
ルを予算化し、ハイテク企業を支援する 7,3（テ
クノロジー・インキュベーター・プログラム）
を開始した。研究開発費等のコストを２年間に
わたり最大 ���補助する．このようにシンガポ
ールは，国をあげて情報立国に邁進している． 
 
２.４ マレーシアの情報化ビジョンと政策 

 マハティール首相は、����年に、����年ま
でに先進国の仲間入りを果たすという国家目標
9LVLRQ ����を掲げた．今後 ��年間の間，平均
��の経済成長を持続させ， *'3９倍増、所得
４倍増を達成しようとする野心的なものである．
 特に，情報通信産業を戦略的産業と位置付け，
強力な技術開発と育成策を講じようとしている．
その開発計画が 0XOWLPHGLD 6XSHU &RUULGRU

（06&）である。具体的な政策としては，マル
チメディア特区を設け，外国資本を導入しよう
というものである．マルチメディア特区は，競
馬場跡地に建設され，その中心は，クアラルン
プール・シティ・センター、政府機関が移転す
るクアラルンプール郊外新都市「プトラジャヤ」
である．ここは、情報通信企業を誘致するサイ
バーシティ、新空港等を含んでいる。 
 ここへ進出する企業は，審査をパスすること
により06&ステータスが与えられ，最大 ����

の免税、マルチメディア機器の課税控除、外資
規制撤廃、外国人雇用の自由化等の優遇措置が
とられている。これによって、アジアの「シリ
コンバレー」を目指している。 
  この計画の応用面の重点分野として，マル
ティメディア環境を基盤とする，次のようなフ
ラグシップアプリケーションが挙げられている．
  
 
�� 電子政府（首相官邸）
�� 多目的カード（%DQN 1HJDUD）
�� スマートスクール（教育省）
�� 遠隔医療（厚生省）
�� 研究開発クラスター（科学技術環境省）
�� ワールドワイド製造ウェブ（通商産業省）
�� ボーダレス・マーケティング・センター



 開発予算としては，1997年度政府予算の����

（�������N50 ���億円）が06&に充てられ
た。通貨危機等厳しい状況が伝えられるが、シ
ンガポールに対する強いライバル意識もあり，
マハティール首相は 06& 計画に変更がないこ
とを強調している。06& ステータスを取得し
ている企業は、205 社を超えている（その内 100
社以上が操業開始）。 
  
 
２.５ オーストラリアの情報化政策とビジョ

ン

 オーストラリアは，1970 年代から農業や鉱業
などの１次産業中心の国家から，ハイテク産業
を中心とする国家への脱皮を目指し，大学，研
究所の強化や，海外のコンピュータ企業などの
誘致を積極的に進めてきた．1980 年代には，国
内のインターネットなどの情報インフラの整備
や大学と海外企業との共同研究，環太平洋エリ
アの学術研究活動の連携強化策などを推進して
きた．このような中でソフトウェア産業は特に
戦略産業として重点的に育成された． 
 今日のオーストラリアの情報化政策はこのよ
うな一連の政策の上に位置付けられている．ジ
ョン・ハワード首相は、1997 年末に「成長のた
めの投資」4と題する計画を発表した。その中に
は、将来ビジョンとして次のような産業育成策
が掲げられている。 
 
�� 輸出志向で、技術的に発達した競争力のある
製造業

�� オーストラリアを域内で東京に次ぐ主要金
融センターとする質の高いサービス産業

�� それ自身が雇用拡大、輸出、新規ビジネス機
会などの源泉であり、また経済全般にわたり
他の産業の近代化を促進する情報産業

�� 大企業を補完し、多くの新規企業やアイディ
アを産み出す小規模ビジネス部門

�� 域内を始め世界各地へオーストラリア商品
とサービスを輸出できる産業構造

 

� ´,QYHVWLQJ IRU *URZWK ² 7KH +RZDUG
*RYHUQPHQW·V 3ODQ IRU $XVWUDOLDQ ,QGXVWU\µ�
����

 計画では今後 5 年間に �� 億 ����� 万ドルを
投入し、投資、輸出貿易、新らしい高成長産業
の革新などを促進していくことを表明しており、
以下に示すような課題への取り組みが示されて
いる。 

��� 企業革新の奨励 

 市場における革新的研究開発やビジネスの革
新を援助するため今後 � 年間に �� 億ドルの拠
出を予定． さらに，研究開発費に対する ����

の課税控除や，研究開発着手援助計画�5	'

6WDUW�を拡大して，今後 �年間に �億 �����万
ドルを追加拠出する．
 また政府は、�����万ドルの基金を追加して、
今後�年間に、総額�億�����万ドルを拠出し、
新投資基金計画�,QQRYDWLRQ ,QYHVWPHQW )XQG

3URJUDPPH�を拡大し，ベンチャーキャピタル
への資本投下も促進する。また、����� 万ドル
を追加し、今後 �年間に、総額 �億 ���万ドル
を支出して技術の普及を促進するための施策を
講じる。  

��� 投資の促進 

 政府は戦略的プロジェクトや刺激策を講じる。
この調整するため、戦略投資調整官に任命し、
関係各省との円滑な連絡を保つ． また、外国
の投資促進を図るため、「インベスト・オースト
ラリア」という機関を設置し、今後 � 年間に、
毎年 �����万ドルを拠出する。

��� 貿易収支の改善 

 ����年から ����年までの間に貿易と投資の
自由化を目指す．今年は、食品、化学製品、エ
ネルギーなどの �� の分野で、自由化の前倒し
を $3(& 内で提唱した。 政府は、引き続き域
内における製造拠点としてのオーストラリアの
魅力を向上するため、75$'(; と名付けられ
た「保税製造制度」の導入等を行う。 

��� 金融センターとしてのオーストラリア 

 オーストラリアを世界屈指の金融センターに
とし、成長している金融サービスセクターから
利益を獲得する。 

��� 情報化時代への対応 

 ディジタル経済社会では、情報と知識が鍵と
なっており、このような時代にどのように立ち



向かうかが、経済成長や雇用機会に大きな影響
を及ぼす。政府は、既に情報経済大臣の管轄下
に国家情報経済オフィス�1DWLRQDO 2IILFH RI

WKH ,QIRUPDWLRQ (FRQRP\�を設け、情報化政策
を調整してきた。引き続き、政府は次の政策を
推進していく。 

♦ 柔軟な規制・枠組みに基づき産業と消費者
の間の信頼関係を醸成する  

♦ オーストラリア連邦政府が先端技術のユ
ーザーとなる 

♦ 情報産業の基盤インフラを改善する 
♦ 情報へのアクセス、特に地方や遠隔地、障
害者などのためのアクセス支援と社会に
おける情報関連技術習得を支援・促進する  

 
 今後 4 年間に、����� 万ドルを投じて優秀な
ソフトウエア工学や実験施設など建設し，新規
投資を誘致し、比較優位性を強化する．このた
め、情報産業アクションプラン�,QIRUPDWLRQ

,QGXVWULHV $FWLRQ $JHQGD�を導入する。  
 これにより，����年までにインターネット上
で適切なすべての行政サービスが施せるように
する。また政府は、情報産業機器製造に必要と
なる素材・部品の輸入関税を免除するほか，イ
ンターネットを通じて電子的に発注され、配達
される商品に対する免税措置も存続させるなど
の木目細かな政策を展開しようとしている．
 
２．� インドの情報技術振興政策とビジョン
 
 インドは、情報技術産業を強化し、��年のう
ちにインドを世界最大のソフトウェア生産国，
かつ輸出国とすることを目指す政策を展開して
いる。����年５月、「情報技術・ソフトウェア
開発タスクフォース」（1DWLRQDO 7DVN )RUFH

RQ ,QIRUPDWLRQ 7HFKQRORJ\ 	 6RIWZDUH

'HYHORSPHQW）を設置し、国家情報政策の立案
に着手した。
 1998 年７月に、タスクフォースは、「情報技
術アクションプラン」（,QIRUPDWLRQ 7HFKQRORJ\
$FWLRQ 3ODQ）を発表した。その中で、下記の３
つの基本目標が掲げらた． 
 
�� 情報インフラの加速� 世界第一級の情報イ
ンフラの建築を加速．光ファイバ、衛星通信、
ワイヤレス通信により、地域情報インフラ

（/,,）、1,,、*,, をシームレスに相互接続
し、全国規模の高速インターネット、エクス
トラネット、イントラネットを構築．

�� ,7(;���目標： ����年までに、,7ソフト
ウェアとサービスの輸出額を ��� 億ドルに
する．

�� ����年に ,7をすべての人に提供： 3&�セ
ットトップボックスの普及率を ����年現在
の ��� 人に１台から ���� 年までに，�� 人
に１台に引き上げ． �� 万個所の電話局を
マルチメディアサービスを提供する電話情
報センターに変革．さらに、政府のネットワ
ーク化，テレバンク，遠隔医療，遠隔教育，
電子図書館，電子商取引等の施策を展開．

 上記の情報技術アクションプランについで，
�� 月にはハードウェアに焦点を当てた 3DUW��

を発表した．
 
A) 6%,7（6RIW %RQGHG ,7 8QLW） の導入： 希

望する企業に製造施設を無料、無担保で利
用できる制度．免税等の特典があり輸出を
奨励． 

B) 6%,7ゾーンの整備： 6%,7企業が共同利
用するインフラや製造設備などを備えた
施設． 

 
 ����年４月に発表の 3DUW��では長期的な情
報技術開発振興政策に関しての重点項目が示さ
れている． 

♦ IT 産業に関する戦略立案と実施政策 
♦ IT 技術や製品の研究/設計/開発 
♦ IT を担う人材開発 
♦ 市民への IT インタフェース提供 
♦ コンテンツ制作振興と関連産業育成 
♦ マイクロエレクトロニクス技術開発振興 
♦ Sankhya Vhini プロジェクト 
♦ 金融のための情報技術振興 
♦ IT 技術開発と普及のための組織作り 

 
２. ７ 韓国の情報化政策とビジョン 
 
 韓国は，その情報化政策を効率的に推進する
ために，それまで通信部と商工部に分かれてい
た主務官庁を，���� 年に情報通信部（0,&：
0LQLVWU\ RI ,QIRUPDWLRQ DQG



&RPPXQLFDWLRQ）に統合した．金大中政権は、
情報産業を全産業を効率化し ,0) 体制を克服
のための「戦略産業」と位置づけ、その強化を
推進している． 
 その後，����年に韓国情報基盤イニシアティ
ブ（.,,� .RUHD ,QIRUPDWLRQ ,QIUDVWUXFWXUH

,QLWLDWLYH）を発表，翌年，情報化促進基本計画
を策定した． ����年には，情報化促進アクシ
ョンプランが作成された． 
 情報化促進基本計画は、３つのフェーズから
構成され、それぞれのフェーズの目標が規定さ
れている。����年までの第１フェーズでは、優
先度の高い次のようなタスクが掲げられている。 
 
1) 小さい電子化された効率的政府の実現 
2) 人材育成のための教育情報基盤の構築 
3) 国家の知識ベース拡充のために学術研究デ
ータへアクセスできる環境作り 

4) 産業全体の情報化を促進し、企業競争力を強
化 

5) 情報化による社会インフラの利用率向上 
6) 地方の情報化を促進 
7) 情報技術による医療サービスの向上 
8) 災害対策のための安全管理データシステム
の構築 

9) 国防・外交情報システムのセキュリティ向上 
 
 韓国政府は、情報化の基盤として，.,, 構築
を重要政策としている。計画では、韓国政府情
報基盤（.,,�*）と韓国公用情報基盤（.,,�3）
を ����年までに完成させる予定である． 
 まず、.,,�* を $70 ベースの光ケーブルネ
ットワークにより ���� 年までに完成させ、そ
の後 .,,�3 を構築する計画である．���� 年の
白書「２１世紀の情報社会の構築」�によれば、
現時点で、ネットワークは、ソウル、プサン等
を含む ��の地域に展開されている。
 主要都市では電話局と配信先の間に光ケーブ
ルが敷設され、光ファイバケーブルは �����の
大規模ビルに敷設された。1�,6'1は ���の地
域が利用可能となり、配信先は合計 ������ 箇
所となった。&$79ネットワークの配信先は合
計 ����百万箇所となった。 
 ����年３月現在、情報通信部は「情報社会に

� %XLOGLQJ DQ ,QIRUPDWLRQ 6RFLHW\ LQ WKH ��VW
&HQWXU\

向けての韓国のビジョン」6の中で、次のような
方向を示している． 

��� 生産性の向上 

$� 政府機関を高速ネットワークで結び、ペー
パーレス政府を実現．また、政府調達には
(',を導入し，市民サービスはインターネ
ットを利用する．

%� 韓国標準の税務、会計モジュール等の (53
とコンサルティング方法論を開発し，企業
リストラを支援

&� 電子商取引や &$/6 を，政府調達，国防�

建設などの分野で実用化し， 市場化を図
る．また，消費者向けの電子商取引も実用
化する．このための技術開発と標準化作業
を実施中．

'� 42/（クオリティオブライフ）向上を目指
し， 教育情報環境・福祉の情報化、国防・
環境管理の情報化、地域コミュニティの情
報化を進める．

  

��� よりよい情報環境の構築 

$� .,6（韓国情報スーパーハイウェイ）の構
築（.,,）

%� テストベッドネットワークと中小企業向
けの地域パイロットプロジェクト

&� ���� 年の韓日テストベッドプロジェクト
に続き、韓国－シンガポール、韓国－中国
テストベッドプロジェクトを実施する

'� ���� 年から ���� 年にかけ、�� の関連法
規制のオーバーホールを行った

(� 通信サービス利用の環境改善として、ＰＣ
普及率の向上促進、情報技術リテラシーの
改善、優良なコンテンツの開発、情報化キ
ャンペーンを実施

)� 効率的なセキュリティ指標の設定方法の
確立

*� <�.問題の解決
  

� .RUHD·V 9LVLRQ IRU WKH ,QIRUPDWLRQ 6RFLHW\



３．まとめ 
 
 各国の情報化政策や将来の国のビジョンにつ
いて，概観した．その共通点をまとめると次の
ようになる． 
 
３.１ 政策立案の基本認識 

$� 情報化が２１世紀の国の産業競争力や国民

生活水準向上のための戦略課題であること

の認識

%� 情報化政策の推進は既存組織の壁を越え
た政策実施が不可欠である．このためどの
国もトップレベル組織による強力なリー
ダーシップを発揮できる体制を作り上げ
ている．このため主務官庁の統合などを実
施している．

&� 政策立案過程でのインターネットによる
情報公開とそれによるフィードバックの
活用

'� 国と民間部門との適切な役割分担：国の担
当次のようなもの Î 高速ネットワーク
などのインフラ整備，ディジタル化に伴う
関連業界の規制緩和と競争促進，法体系の
整備，あらたな社会システム構築のための
技術開発支援，競争の公正化やリスク回避
のための規格や標準の調整，実証実験の実
施，ベンチャー企業育成など．民間企業の
役割 Î パイロットプロジェクトへの参
画、研究開発の補助、ベンチャーを起業す
ることなど．

(� 地域，及び地球規模の国際的連携を前提と
した政策の立案と実施： グローバル化の
進展により，各国の情報化ビジョン、政策
も地球規模の視野を有している． 規格・
技術標準や取引ルールに関しては、国際標
準化機構（,62）、世界貿易機関（:72）、
世界知的所有権機関（:,32）といった国
際機関との調整が必要． また、自国の産
業競争力を高めるためには、国際的なアラ
イアンスを考慮した自国産業のポジショ
ニングが不可欠．さらに、技術、資金の国
際調達が必要． 今回の調査対象国では、
いずれも地球規模での情報社会の未来像
を展望した政策やビジョン策定を行って
いる． 

３．２ 情報化についての国家ビジョンの特徴
 ビジョンとして掲げられているものの中には，
次のような共通点がみられる．

�� 情報産業の持続的成長と中長期的技術開発
課題の重視

�� 通信インフラの整備と情報通信・放送産業の
改革

�� 全産業の情報化による競争力強化～電子商
取引の推進

�� 行政機構や社会システムの電子化
�� 先端的科学技術の研究開発の支援・環境整備
�� 先進的アプリケーションの開発・育成～新技
術がもたらす新しいビジネスモデルと，その
ビジネスモデルの産み出す新技術への要求
の相乗効果

�� ディジタル経済社会を発展させるための関
連法規の整備

 これらの諸国では，情報通信産業を国の未来
を決定づける戦略産業との国民的共通認識が確
立しており，ディジタル革命に向けての基幹産
業の情報化や通信インフラの建設を競っている． 
 わが国においては，情報通信産業の重要性は
唱えられているものの，特別な情報技術開発や
情報インフラ建設のための十分な資金投下は， 
いまだなされていない．また，これら諸国がそ
の政策の実施において，首相や大統領などの直
下にトップレベルのブレインを集め，効率的か
つ戦略的な実施組織を構成しているのに対して，
わが国はまだそこまで徹底した実行組織を整備
できないでいる． 
 わが国の先端情報技術やその活用による産業
の革新は立ち遅れているといわれ，すでに数年
以上が経過した．最近，首相の直下に産業競争
力会議が設置され，本格的な国をあげての議論
が開始された．このような会議において，情報
通信技術の基盤技術としての重要性の国民的認
識と，強力な政策．及びその実施機構が早急に
準備されることを願うものである． 
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